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「COVID－19 の影響下にある今年度教育実習・介護等体験の 
見通しに関する調査」結果概要について 

 

一般社団法人全国私立大学教職課程協会 

 

８月の文部科学省通知により今年度教育実習・介護等体験の実施の方向性が明らかにな

りましたが、同時に特例措置・代替措置の実施等新たな課題も出てきました。そこで協会

としては６月のオンラインシンポジウムに続く情報共有と今後の課題の明確化を図る目的

で加盟校に標記調査を実施しました。 

以下にその結果概要をお知らせします。 

調査対象：全国私立大学教職課程協会に加盟する 426 大学 

調査方法：WEB 回答による調査 

調査時期：令和２年９月 12 日～令和２年 10 月 7 日 

回答校数（回収率）：356 校/426 校（83.5%） 

 

調査結果（質問別） 

１．今年度の教育実習の推移についての実情 

○268 校（75.3%）の大学が、「実習生の７、８割以上が後期（未定含む）に回っている」

と回答し、44 校（12.4%）の大学が、「実習生の半数程度が後期（未定含む）に回って

いる」と回答した。 

 

 

２．今年度の教育実習の期間の短縮を求められている状況（複数回答） 

○259 校（72.8%）の大学が「１週間の短縮」、87 校（24.4%）の大学が「２週間の短縮」

を求められていると回答した。 

○141 校（39.6%）の大学が「実習の受け入れ見合わせを求められている」と回答した。 

○111 校（31.2%）の大学が「「変更はほとんどない」と回答した。 

a)実習生の

半数程度

が後期（未

定を含む）

に回ってい

る。

12.4%

b) 実習生の7、8割

以上が後期（未定

を含む）に回って

いる。

75.3%

その他

11.0%

無回

答

1.4%

[Q1]今年度の教育実習の推移について、実情をひとつ選んでお知らせください。

(n=356)
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３．期間の短縮を求められている理由（複数回答） 

○266 校（74.7%）の大学が「実習校側での一般的な感染拡大の状況を理由としたもの」

と回答していた。 

○81 校（22.8%）の大学が「実習校側から実習生が感染多発地域の大学に在籍することを

理由としたもの」と回答していた。 

 

 

４．期間の短縮を求められた状況のうち多い事例 

○最も多かった状況は「１週間の短縮」が 234 校（65.7%）、次いで「２週間の短縮」が

28 校（7.9%）という回答であった。 

72.8 

24.4 

39.6 

31.2 

7.3 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．1週間の短縮

2．2週間の短縮

3．実習の受入れ見合わせ（全期間代替措置となる場

合）

4．変更はほとんどない

その他

無回答

[Q2]今年度の教育実習について、期間の短縮を求められている状況についてお

知らせくだ さい。

変更事例のうち、貴大学に生じている事例について、すべて選んでください。

(n=356)

74.7 

22.8 

9.6 

10.1 

17.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．実習校側での一般的な感染拡大の状況を理由とし

たもの

2．実習校側から実習生が感染多発地域の大学に在

籍することを理由としたもの

3．大学として学生の感染防止等安全に配慮し、短縮

ないし大学内での実施を選んだもの（保護者ないし…

その他

無回答

[Q3]Ｑ2の選択肢1．2．3が生じている理由をすべて選んでください。

(n=356)
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５．期間の短縮や受け入れ見合わせの場合の補う方法（複数回答） 

○最も多かった回答は「大学での教育実習指導を行う」で 206 校（57.9%）、次いで「方針

を検討中であり、決定に至っていない。」が 86 校（24.2%）であった。 

 

 

６．実習校から求められている教育実習の受け入れ条件（上位２項目を回答） 

○上位１項目で最も多かったのは「事前の健康観察調査用紙への記入と実習校への提出」

で 267 校（75%）であった。。 

○次いで「事前の一定期間、アルバイト、サークル活動を停止」を 104 校（29.2%）が上

位２項目に回答し、全体としてもその２項目が上位であった。 

a-1）1週間の短縮

65.7%

a-2）2週間の短縮

7.9%

a-3)実習の受け入れ

見合わせ

4.5%

無回答

21.9%

[Q4]Ｑ2の選択肢1．2．3を選んだうち、もっとも多い事例はどれになりますか。

(n=356)

18.3 

1.1 

9.8 

57.9 

24.2 

14.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．「教職に関する科目」のなかの必修以外の科目を

充てる

2．「教職に関する科目」を新設する（新カリキュラム開

講科目を4年生に開講する 場合を 含む、3を除く ）

3．「学校体験活動」を新設する。

4．大学での教育実習指導を行う。

5．方針を検討中であり、決定に至っていない。

無回答

[Q5]期間の短縮ないし受入れ見合わせの場合、補う方法はどのようなものです

か。 該当するものをいくつでもお答えください。

(n=356)
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７．今年度の介護等体験の推移についての実情 

○113 校（31.7%）の大学が「全員を代替措置へ切り替えることと決定した」と回答し

た。 

○次いで「最終的に介護等体験と代替措置による者が混在することになる」で 99 校

（27.8%）、「７日間の介護等体験をほぼ全員に実施可能である」62 校（17.4%）であっ

た。 

 

 

6.7 

0.3 

5.1 

75.0 

0.0 

9.0 

3.9 

10.1 

5.1 

29.2 

9.3 

3.1 

20.5 

22.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

a)教室内での実習（授業及びその観察、HR指導等）の

一部ないし全部の停止

b) 授業及びその観察、HR指導はよいが、部活等での

生徒との接触は禁止

c) 事前の一定期間、アルバイト、サークル活動を停止

d)事前の健康観察調査用紙への記入と実習校への提

出

e) PCR検査等を受けて、陰性の診断が必要

その他

無回答

[Q8]教育実習の受け入れ条件として、実習校から求められているもののうち、

件数が上位2つをお知らせください。

(n=356) 1

a)7日間の介護等

体験をほぼ全員に

実施可能である。

17.4%

b)全員を代替措置

へ切り替えること

を決定した。

31.7%

c)最終的に介護等

体験と代替措置に

よる者が混在する

ことになる。

27.8%

d)社会福祉協議

会、教育委員会か

らの連絡待ちであ

り（両方ないし一方

のどちらでも）、 最

終方針は未定であ

る。

10.1%

無回答

12.9%

[Q10]今年度の介護等体験の推移について、実情をひとつ選んでお知らせくださ

い。

(n=356)
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８．本年度教育実習予定者数 

○本年度 137 校（38.5％）の大学が「100 人以上」教育自習を予定していると回答し最も

多かった。 

○次いで多かったのは、「1～25 人」で 80 校（22.5%）であった。 

○回答から本年度の教育実習予定者数は約 22,000 人以上であることがわかった。 

 

 

９．本年度の教育実習予定者の期間短縮者数 

○期間短縮者数を「０」と回答した大学は 64 校（18%）あり、「1～50 人」以下の大学が 

218 校（61.2%）であった。 

〇「100 人以上」と回答した大学は 33 校（9.3%）あった。 

○回答から本年度教育実習予定者のうち期間短縮者数は約 7,800 人以上であることがわか

った。 

 

22.5 

16.6 

11.8 8.4 

38.5 

2.2 

本年度教育実習予定者数％

1～25 26～50 51～75 76～100 100以上 無回答

18.0 

61.2 

7.0 

9.3 
4.5 

Ｑ12のうち、教育実習の期間短縮者数％

0 1～50 51～100 100以上 無回答
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１０．教育実習の全部を大学において行う実習予定者数 

○235 校（66%）の大学が「０」と回答した。 

○回答から本年度教育実習予定者のうち、全部を大学において行う実習予定者数は約

1,000 人以上であることがわかった。 

 

 

１１．本年度介護等体験予定者数 

○「0」と回答した大学は 35 校（9.8%）あり「50 人」以下の大学は 154 校（43.3%）で

あった。また「100 人以上」と回答した大学は 87 校（24.4%）あった。 

○回答から本年度介護等体験予定者数は約 16,500 人以上であることがわかった。 

 

 

１２．本年度介護等体験予定者のうち未定者数 

○218 校（61.2%）の大学が「０」と回答し、「50 人」以下の大学は 71 校（19.9%）あっ

66.0 

27.0 

0.8 

1.1 
5.1 Ｑ12のうち全部を大学において行う者％

0 1～50 51～100 100以上 無回答

9.8 

43.3 

17.1 

24.4 

5.3 

本年度介護等体験予定者数％

0 1～50 51～100 100以上 無回答
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た。 

○回答から本年度介護等体験予定者のうち未定者数は約 3,600 人以上であることがわかっ

た。 

 

 

１３．本年度介護等体験予定者のうち代替措置数 

○「０」と回答した大学が 109 校（30.6%）で最も多く、「100 人以上」と回答した大学も

60 校（16.9%）あった 

○回答から本年度介護等体験予定者のうち代替措置に変更した数は約 11,300 人以上である

ことがわかった。 

 

 

 

61.2 
19.9 

3.4 

4.8 10.7 

Q15のうち、未定者数％

0 1～50 50～100 100以上 無回答

30.6 

28.9 

11.8 

16.9 

11.8 

Ｑ15のうち、代替措置に変更の数％

0 1～50 51～100 100以上 無回答
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１４．2020年度前期にとった主な授業形態 

○「オンライン」が 178 校（50%）で最も多く、次いで「対面とオンラインの混合」が

153 校（43%）であった。 

 

 

 

 

参考 

本調査で回答があった 356 校の大学所在地区割合は以下の通りである。 

 

対面

3.4%

オンライン

50.0%

両者混合

43.0%

無回答

3.7%

[Q18]2020年度前期にとった主な授業形態

(n=356)

1．北海道地区

4.8%

2．東北地区

4.8%

3．関東地区

36.2%

4．東海・北陸地区

9.6%

5．京都地区

5.3%

6．阪神地区

19.7%

7．中国・四国地区

8.1%

8．九州地区

9.6%

無回答

2.0%

[Q19]大学所在地区

(n=356)


